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<研究の背景と意義>
中小製造業における事業継続・維持・拡大を目的とした場合の今日的課題は、大企業との違いを
明確にした上での企業力強み、特質を特に自己認識する事にある。本研究では、中小製造業の海外
進出選択に伴う組織的活動としての意思決定が如何になされるかの決定プロセスを解明する。特に、
海外進出決定に至る要因・プロセスをも検討し、中小製造業の今後取るべき事業の方向性、事業運
営を調査する。中小企業の経営者が海外進出という新規事業への取り組みを、どのようにして社内
合意に導いたかを事例から踏み込み考察する。合理性の限界を見据えた意思決定プロセスを明確に
し、企業内で制度化することで、中小製造業における戦略的経営思考の向上に資することを目的と
する。
背景として、敢えて個人要素に踏み込むと、 2003年以降貿易振興機構 (JETRO) の輸出専門家
(貿易アドバイザー)及び宮城県のグローパルビジネスアドバイザーとして地域の海外ビジネス振
興の提言、助言を行う任務を担う事となった。論者の過去の、商社・メーカーでの輸出入ビジネス
経験を通じて、長年培った国際ビジネス経験と KNOW-HOW を地域産業に再貢献させる機会を
得た。その為には、経験に加えて、これまでの海外ビジネスに学問的な整理と考察を加える必要性
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を痛感した。この実践経験と研究検証がこのテーマ設定の最大の背景で、ある。
<研究目的>
本研究では、既存の研究成果及び民間企業に対して独自調査を実施し、分析して、その論点を整
理する。その後、具体的研究目的として、中小製造業での経営上の意思決定要因を、海外進出決定
に至るまでのプロセスを考察する。要点としては、中小製造業の経営者が海外進出という新規事業
への取り組みを、どのような社内合意に導いたかの手法。一方に中間管理職が事業多角化案の全社
認知をどのように取り付けたかの手順。担当者が、プロジェクト遂行に際して、詳細項目を標準に
落とし込むまでどのような過程を経たか。これら階層別決定、すなわち戦略的決定、戦術的決定、
業務的決定過程で、それぞれの階層が影響し合う相互決定要因の観点で検証する。加えて、組織内
での職制権限の有効性、個人間の信頼関係がどのように反映されるか、又個人の使命感がどのよう
な形で行動に導かれるのか、仮設の設計と実行、結果の分析から明らかにする。
中小企業の特質である「ワンマン経営決定」でほとんどが経営者自身の判断・決定によるとの仮
説を立てた。その際経営者自身の持ちうる情報量とその質がどの程度かが大きな要素である。特に
海外進出には、その目的を遂行させるためのリスクは大きく、意思決定も複雑化する。情報量とそ
の質は経営者の意思決定に大きな影響を及ぼす事となる。意思決定がトップ及び社員層間の双方向
協議により、戦略決定されるという要素により、「非ワンマン経営」という中小企業の経営特質を
モデル化する O その条件として、企業力構成要素として1)基盤技術、 2) 経営者のコミットメン
トが上げられる。その上に組織力構成要素として1)意思決定スピード、 2) 組織能力形成力を仮
説として提示する。
<研究計画>
(1)中小企業の意思決定の現状分析
既存研究のまとめおよび論点の整理を行うとともに、個別企業の実証事例研究により、中小製造
業の意思決定の現状と課題を把握する。なお、本研究の第一次調査としてこれまで約500社と面談
している O 特徴として、後継者が社長親族で存在する事がその企業の存続性と成長性に大きく左右
されると見られることである。今後この意思決定で、ステーク・ホルダーの影響がどのような決定
要因となるかを展望する。
(2) 意思決定の問題点の把握と仮説の設計
意思決定の過去と現在それに将来を、そのプラス・マイナスの役割を総体的に評価し、組織自体
と個人レベルでのその価値と問題点を明らかにする。特に企業経営者・その後継者・それに社員双
方に、意思決定への期待と現行の問題点についてヒアリング、面談調査、参与観察を行う。その上
で、対象中小企業別に、最適な意思決定システムの在り方についての仮説を設計する。
(3) 具体的アンケート調査
関係会社50社へのアンケート調査を実施し、その結果の数量分析を行った。その上で最適な意思
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決定をモデル化し、上記仮説をもとに理論構成の検証を行った。同時に仮説に対する因子の抽出を
行った上で、企業毎の意思決定のあるべき姿を考察した。この個別企業における個別結果を尊重し
つつ、中小製造業における横断的で共通項として、経営者資質に照準をあてて、意思決定プロセス
の意義を考察した。
<研究結果>
この 6 年間東北地方を中心として調査票調査及び面談調査を駆使して企業一般調査として500社、
中小製造業の国際化調査として50社を対象に実行した。そして更に絞り込んだ25社に対しては企業
と一体になって海外への輸出進出を促進し、参与観察として企業を直接観察した。その結果として
明らかになったのは次の三点である。①中小製造業での海外進出意思決定における暖昧性、非定型
性を若干なりとも解明できた。②経営者と社員相互の合意形成が海外進出におけるあるべき意思決
定である点を長期に渡る参与観察を含めて詳細、且つ客観的に示した。③経営者の戦略経営の必要
性を、海外進出の動機、進出形態、体制、そして進出プロセスから示した。具体的には東北地方の
企業25社の調査をもとに、海外進出への意，思決定をした要因の分析を通じて、中小製造業では標準
化された意思決定をプログラム化してはいない点が解明できた。大企業と異なり少量多品種生産へ
の対応を武器とする中小製造業にとっては意思決定の日常性、反復性の様相は低い実態も示せた。
最後に、事業継続・維持・拡大を目的とした場合の中小製造業における今日的課題を明確にできた。
中小製造業の経営者が海外進出という新規事業への取り組みを、どのようにして社内合意に導いた
かを検討する事で、中小製造業が企業の強み、特質の自己認識をどのように実現してきたかを探る
事も示した。
<結論>
本論においては、東北地方の中小製造業のあるべき姿を意思決定の観点からの実証研究を主題と
した。予見した通りその領域に踏み込むには、「地域」と「国際」の範障を同時に取り込まねばな
らなかった。整理すると、第一義の国際化への誘因は、国際環境が東北地方の中小製造業まで絶対
必要要件として脅威になってきた点にある。原材料はほとんどが輸入、工場を動かす石炭、石油の
熱源も輸入、これまでの取引先は海外生産開始など事例には事欠かなし、。この国際化は不可避のテー
マとなりつつある。国際化への「対応」と「準備」は全ての企業がいずれは何らかの形で取り組ま
ねばならない課題といえる。むしろ現在は国際化への「機会追求」に立ち向かう企業の戦略性が要
求される。この傾向は、中小製造業の起業家的マインドを前面に押し出す創業マインドと一致して
いる。第二義としての課題は、調査表、面談、参与観察で回答された中小製造業においてはそれぞ
れ全く異なる課題を抱えている事実である。その中で共通項として取り上げられるのは持続的な競
争優位の確保として、独自の企業資源を保有している事である。この事例からも判明したように
「経営資源が限定的である事は、中小製造業でも国際的な企業になれる」と結果的には言える。中
小製造業は海外進出に際して、自社に不足している経営資源の補填や海外進出のスピードアップ等
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の効率性向上のために外部資源導入に踏み切るケースが見受けられる。外部資源導入をより具体的
に分析を加えれば、1)アウト・ソーシング、 2) 商社活用、 3) 外的第三者活用である。この導入
する外部資源と、自社での吸収・活用能力がバランスよく存在していなければならない点にある。
この外部依存度に影響を与える有力要因として、「受け入れ企業側の企業風土、とりわけ外部資源
の獲得・吸収・活用すべてに最も関係する企業内組織である開発チーム文化が影響」していると思
われる。受け入れ企業での海外進出に関して、吸収・活用能力の欠加や受け入れ企業の企業風土に
よるとみられる制約により取り込んだ外部資源が活用されなかった事例もある。受け入れ企業側の
風土によるとみられる制約が存在している理由として、1)自社の人材が育成できない、 2) 自社で
の海外進出マネージメントノウハウが蓄積できない、を挙げる企業が多 L、。企業連携、産学官連携
の難しさを論じつつ、新規事業に踏み込む際の企業力確保のためにも絶対確保の要件との認識に至
る。
今後への課題として、①企業内階層別意思決定がどのように影響し合うか②意思決定とその実行
率、経営者意，思決定への阻害要因の解明 ③中小製造業の製品開発での組織的意思決定の最適化
④中小製造業が下請け構造から脱却できなかった原因 ⑤企業の強みをなぜ中小製造業は打ち出せ
ないかの理由があげられるが、とりわけ企業の意思決定の対象を、海外進出から製品開発に向けた
L 、。そこに中小製造業の強みの要因として見逃してはならないと思料するO やはりマーケテングミッ
クスの 4 P (製品X価格X販売促進X市場)での相乗効果を発揮しやすいビジネスチャンスは中小
製造業に適切な戦略軸となる。この戦略軸をどのように設定し、知何に活用するかは、企業として
の意思決定の有効性、効率性、公平性上更に重要課題といえる。更なる課題として、意思決定への
限界合理性を見据えた経営決断へのプロセスを探る事で今後の中小製造業における企業文化として
の「戦略的経営思考」の構築も求められる課題といえる。加えて「危機管理への備え」をコンセプ
トとした生産の分業化と管理の集中化を通じて、中小製造業の金業毎の「あるべき経営軸」の設計
も解決されねばならな L 、。そして「戦略的経営思考」と「経営軸」を経営活動と意思決定にどう反
映し、どう導入するかを経営者に強く問い掛け続けることで社会貢献に資する研究となるといえる。
論文審査結果の要旨
本論文は、東北地方の中小製造業の海外進出選択に伴う組織的活動としての意思決定が、いかに
なされるかの決定プロセスを解明することを目的とする。特に、海外進出決定に至る要因とプロセ
スを検討し、中小製造業の取る事業の方向性や事業運営について詳細な調査を行い、経営者が海外
進出にたいし、いかにして社内合意に導いたのかを、 25社の事例に即して考察している点に本論文
の特長がある。
論文は全体で四章から構成されている。まず第一章では、研究の目的、方法、調査内容について
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言及した後に、中小企業の海外進出の意思決定プロセスに関する内外の先行研究のレビ、ューを行い、
このテーマについて研究が十分でないことが示される。次いで日本の中小製造業の海外進出の動向
と、国際的にみた海外進出の現状を分析する。第二章では、本論文の分析フレームを提供する意思
決定論の展開を、個人的意思決定と組織的意思決定の視点からレビューし、海外進出意思決定のモ
デルを分析フレームとして提示する。第三章は本論文の中心となる章であり、調査対象である東北
地方の25社の中小製造業の海外進出の意思決定について、海外進出の動機と進出の形態、海外進出
のプロセス、意思決定のスタイル(独断型か合議型か)、および海外進出の結果が、アンケート調
査と参与観察によって詳細に分析される。終章となる第四章では、海外進出にとどまらず、今後中
小製造業が発展していくための提言と望ましい意思決定のモデルが提示される。
本論文の貢献は、(1)中小製造業の海外進出の意思決定プロセスを解明し、特に (2) 経営者と
社員相互の合意形成過程を長期の参与観察を通して明らかにするとともに、 (3) 海外進出の動機と
進出形態、意思決定プロセスでの課題、意思決定のスタイル、および海外進出の成果の関係を実態
に即して明らかにした点にある。これらの発見は、長い間にわたり東北地方の中小製造業の海外進
出のコンサルティングに携わってきた筆者でしかなしえない研究成果であり、高く評価されるもの
である。他方で論文全体を通して、 25社の事例研究が、帰納的方法から一般的命題を導こうとして
いるのか、それとも望ましい意思決定モデルを前提に、そこからの事離を分析しようとする演鐸的
方法によるのかが判然としないところがあるため、筆者の主張がやや暖昧でわかりにくくなってい
る部分も散見される。しかし論文全体としては、中小企業の海外進出に関して、多くの貴重な知見
を提供する論文として評価することができる。よって、本論文は、博士(経営学)の学位を授与す
るに相応しい内容と判断する。
経 83
